
                                                                 2 川健障計第 1757 号 

令和 3年 3月 30 日 

 

各指定特定相談支援事業所 管理者 様 

 

                                    川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課長 

 

 

川崎市における計画相談支援の運用の見直しについて（通知） 

 

日頃より、本市の障害保健福祉行政に、御理解・御協力を賜り、御礼申し上げます。 

 

指定特定相談支援事業所の拡充に向けた計画相談支援の事務負担の軽減を目的に、下記のとおり、 

 

運用の見直しを行いますので、よろしくお願い申し上げます。 

  

記 

 

１ 「サービス等利用計画・障害児支援利用計画（Ver.4）」様式 1－1の導入 

     従前の Ver.3 につきましても引き続き使用可能ですが、下記２・３に対応していない様式のた

め、順次、Ver.4 をご使用ください。 

 

２ 指定特定相談支援事業所は、サービス等利用計画案の確定後、サービス等利用計画を申請者等及

びサービス担当者に交付するとともに、支給決定を行った区役所・支所へ提出。 

ただし、サービス等利用計画案から変更がない場合は、その旨を区役所に電話等で報告すること

で、提出の省略ができる。対応は記録に保存。 

 

３ 「サービス等利用計画・障害児支援利用計画（Ver.4）」様式 1－1にモニタリング実施月を明記。 

 

４ 継続サービス利用支援のモニタリングの一環として行うアセスメントについては、利用者の居

宅、障害者支援施設等又は精神科病院（以下「居宅等」という。）に訪問して行うことを基本と

する。 

だだし、本人への負担を考慮し、居宅等以外の場所でモニタリングを実施する場合は、その実施

場所及び方法を選択した理由を、モニタリング報告書に記載する。なお、電話やメールなど、面

談をしない場合はモニタリングと見なさない。 

 

５ 実施開始時期 令和３年４月１日 

 

  

                          問合せ 

障害計画課地域支援担当 横地担当 

電話 044-200-0871  

障害計画課給付係 大熊担当 

（令和 3年 4月より障害福祉課給付係） 

電話 044-200-0873 

                         FAX   044-200-3932 

 


